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Ⅰ．はじめに

○我が国の社会保障制度については、少子高齢化の急速な進行や右肩上がり経済の終焉と

いった経済社会構造の変化により、制度設計の前提が崩壊しており、もはや小手先の改

革では対応不能の状況に陥っている。

○次のように様々な局面で制度疲労を起こし、国民の不信が顕在化してきている現行制度

については、抜本的な見直しが求められているにもかかわらず、関係者間での利害調整

に手間取り、問題の先送りが繰り返されている。

・厚生年金では、財政再計算の都度、保険料率のアップや支給額のカットといった「負

担増と給付減」が繰り返されてきた。

・国民年金では、未納者・未加入者・免除者が制度対象者の３割を占め、いわゆる空洞

化が進行している。

・医療保険においては、歯止めなき医療費の増加、特に老人医療費の増加は、老人保健

制度への拠出金負担を通じて、健保組合の７割を赤字に転落させるなど、健保財政に

危機をもたらしている。

・介護保険については、発足当初から第１号被保険者の保険料負担を減免するといった

「特別措置」がとられたことをはじめとして、既に、制度導入の理念と運営実態の乖

離が生じてきている。

○本年４月に、聖域なき構造改革を掲げる小泉内閣が誕生し、社会保障制度改革の機運が

盛り上がっているものの、既得権益を守ろうとする勢力の抵抗にあって、その行方は混

沌としている。

○当委員会は、一昨年に「医療保険制度改革に関する緊急提言」を発表した。その中で、

後世代にツケを回すことなく、今すぐ抜本改革の道筋をつけるべきであり、そのために

は関係者が等しく痛みを分かち合う姿勢を持つことが必要であると強調した。

以来、一貫してこの基本認識に立って活動してきており、今夏には、公的年金制度につ

いて、改革の痛みを受ける国民、特にサラリーマン層の声を収集する観点から、「公的

年金に関するアンケ－ト」を実施し、現行制度に対する意識や今後のあり方を探ったと

ころである。

○本緊急提言は、以上のような経緯も踏まえ、約２年半にわたる活動の成果としてとりま

とめたものである。
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Ⅱ．制度改革の基本的考え方

　改革にあたっては、低成長時代の到来、少子高齢化の進行、さらには女性の社会進出や

就労形態の多様化といった、経済社会構造の変化を踏まえ、次の３点を基本に、制度の理

念に立ち返って、再構築を図るべきである。

 １  経済社会構造に対する中立性の確保

　現行制度が喪失している「持続可能性」を回復させるとともに、環境変化にも耐

えうる「頑健性」の高い制度に再構築しなければならない。例えば、公的年金の財

政方式については、現行の賦課方式では増加する高齢者を減少する現役世代で支え

ることは不可能であり、早急な見直しが必要である。また、医療保険制度について

は、国民負担の継続的引き上げが不可避である医療費増に対し、何らかの制度的歯

止めを設けるべきである。

 ２  適正な給付と納得感ある負担の実現

　現役世代の受忍限度を遙かに超えてしまった世代間の不公平や格差の拡大を是正

し、制度に対する国民の不満・不信を除去することが急務である。そのため、国が

最低限保障すべき給付内容や水準、あるいは財源の負担方法を見直し、適正な給付

と納得感ある負担の実現を通じて、国民各層の制度に対する信頼を回復する必要が

ある。

 ３  制度に内在する非効率の排除と競争原理の導入

　　　　効率的で質の高いサービスを提供するためには、制度に組み込まれている非効率

を排するとともに、競争原理の導入を推進することが不可欠である。例えば、医療

保険の分野では、出来高払いの診療報酬体系の見直し、医療機関の広告規制の緩和

等による情報開示の促進、医療経営への株式会社の参入などについて実行に移すべ

きである。

　以上のような認識に基づき、社会保障制度の中核をなす、年金・医療・介護の３分野に

関して下記の５点を緊急提言する。
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Ⅲ．改革推進に向けた５つの提言

　１．公的年金制度

　　○少子高齢化が進行する中、現役世代の所得のみに依存する現行の負担構造では、財

源が先細りすることは必至である。そこで、財源を広く全世代に求めるため、徴収

ベースを消費（目的消費税）に変更し、財源の安定化と負担の公平化を図るべきで

ある。

○また、以上の財源変更により、未納・未加入者問題や第３号被保険者（専業主婦）

問題も解消することができる。

○これに伴う消費税アップ分は、現行の給付水準（夫婦で１３．４万円）を維持する

とすれば、３．５％（1999年）から６．０％（2025年）になると推計されている

（いずれも厚生労働省）。このアップ分は、現役世代では、基礎年金部分の保険料

払込が不要となることによってカバーされるものの、引退世代にとっては、ストレ

ートに負担増となる。

　○このような形で、引退世代に負担を求めることについては、アンケート調査でも、

女性、特に、４０－５０代で慎重な姿勢が多くみられるものの、２０－３０代の男

性では、積極的な賛同が多く、男女・世代による温度差がうかがわれた。

しかしながら、

(1) 資産保有額や所得金額等からみて、高齢者は一律的に弱者とは言えないこと

(2) 実際の消費支出額は、現役世代に比べれば低いこと

(3) 消費税の使途が、制度の維持安定化のための財源に限定されること

　　に加え、真の弱者については、別のセーフティネットで確実に保護することを十分

説明することで、国民の多数の理解は得られるものと考える。

国がカバーすべき範囲（ナショナル・ミニマム）を、基礎年金部分（国

民年金）に限定するとともに、その財源については、徴収ベースを所得（

社会保険料）から消費（目的消費税）に変更する。

【提言１】
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○国が運営する年金制度を基礎年金に限定することに伴い、厚生年金（報酬比例部

分）のあり方も、見直す必要がある。加えて、賦課方式による世代間扶養の仕組み

のままでは、給付と負担における世代間格差が拡大の一途を辿ることから一刻も早

い対応が必要である。

そこで、現行制度は2003年度末をもって一旦収束し、新規加入並びに既加入者の保

険料払込を停止する。

○アンケート調査でも、

(1) 年金受取面での世代間格差を「とても容認できない」とする人が４分の３

(2) 年金改革で最も重視するポイントとして「抜本的改革」を挙げる人が過半数

(3) 現行の段階保険料方式については「抜本的に見直すべき」とする人が８割

を占めた。

○その一方で、収束する報酬比例部分の受け皿として、サラリーマン層の自助努力支

援のための新年金制度を用意することも必要である。

これからはナショナル・ミニマムを超える部分の老後設計は自助努力を基本とすべ

きではあるが、定年により従前の収入を得られなくなるサラリーマン層については、

企業のバックアップも含め、一定の支援の枠組みは残すべきと考える。

○新年金制度は、民間が運営する任意加入の確定拠出型とするが、拠出保険料につい

ては、現行の厚生年金のスキーム（労使折半を条件とする社会保険料控除等の優遇

措置）を準用して引き継ぐものとする。

報酬比例部分については、一旦収束する。その上で、民間運営による積

立方式の確定拠出型年金制度を、別建てで創設する。

【提言２】
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　　○報酬比例部分の収束にあたっては、膨大な未積立債務（平成１１年度末：３３０兆

円）をどう処理するかが、キーポイントである。

これまで、年金制度の改革論議では、この存在が抜本的改革の足枷となり、現行の

枠組を存続させる１つの論拠となっていた。事実、この債務を当事者に痛みを与え

ることなく償却することは困難である。

○そこで、当事者、すなわち、保険者（国）及び、加入者（既裁定者・未裁定者）す

べてに、相応の痛みを分かちあってもらう観点から上記移行措置を提唱する。

具体的には、

・国は一定の財政負担

・既裁定者は物価・賃金スライドの停止

・未裁定者は約定の年金給付に代えて、既払込保険料相当額を終身年金払で返還

という取扱とする。

これにより、既裁定者は、約定の年金額が確保されること、未裁定者は、事業主負

担分を含めて既払込保険料が返還されることから、一応の納得感が得られるととも

に、財政負担面でも、償却の長期平準化が図られることで、現実感も高いと考える。

○この提言に基づき試算すると、未裁定者の払戻年金額は、加入年数に応じて、月額

25,000円（10年加入:29歳）から90,000円（40年加入:59歳）程度となり、また、財

政負担はピーク時でも年間４兆円に留まるものと推計される。

報酬比例部分の収束にあたっては、既加入者に対しては以下のとおり、

納得感、現実感のある移行措置を講ずる。

・既裁定者への年金給付は行うが、物価・賃金スライドは停止する

・未裁定者には、既払込保険料相当額（事業主負担分を含む）を現行

制度における本人の支給開始年齢到達時から、終身年金払いで返還

する

【提言３】
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＜移行措置の概要＞

移行時

(2004年3月末)

の加入者の年齢

２０－５９歳

（未裁定者）

６０歳以上

（既裁定者）

具体的取扱

○2004年4月以降の保険料は払込

不要

○本人の年金支払開始年齢到達時か

ら事業主負担分を含めた既払込保

険料相当額を原資とする終身年金

を支払う

○2004年3月末までに保険料払込は

終了

○本人の年金支払開始年齢到達時

から約定の年金額を支払う

但し、物価・賃金スライドは停止

受取額例

　　（月額）

２９歳・男性　約２．５万円

３９歳　　　　　５．３万円

４９歳　　　　　７．７万円

５９歳　　　　　９．０万円

約１０．４万円

（※モデル年金）

　　※夫婦２人　夫40年加入　妻専業主婦の場合（平成12年度）
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２．医療保険制度

　　○現在、医療制度改革に向けた論議が活発に進められている。当委員会としても、

「高齢者医療制度を地域別の突き抜け方式へ移行」「高齢者の自己負担を定率２割

に引き上げ」「出来高払い中心の診療報酬体系から、ＤＲＧ－ＰＰＳを軸とした体

系へ早期に移行」など、一昨年に提言した内容を引き続き主張していくが、今回こ

の主張をさらに補強する観点から、次の通り追加提言する。

○国民医療費については、急速な高齢化の進行による老人医療費の構造的な増加を主

因として、今後さらなる増加が見込まれる。現下の危機的な健康保険財政を考えれ

ば、老人保健拠出金制度の見直しとともに、毎年、経済成長を大きく上回る伸びを

示す医療費について、その総額が経済成長に見合った範囲内に収まるような歯止め

をシステムとして設ける必要がある。

○今般、厚生労働省が策定した改革試案では、この医療費の伸び率管理が老人医療費

に限定されているが、さらに踏み込んで医療費総額をその対象とすべきと考える。

○伸び率管理の具体イメージは以下の通り。

　　　　・2001年度の総医療費を１００として、伸び率目標を２％とおく。

　　　　・仮に、2002年度の実績が１０５となった場合、

　　　　・2004年度の診療報酬単価を、１０２／１０５（＝97.1％）をベ－スに調整する。

　　　

＜各指標の平均伸び率＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

国民所得 国民医療費（老人）

直近９年間（平成３～11年） 1.0 4.6　　（8.0）

　　　　５年間（平成７～11年） 0.4 3.7　　（7.7）

　　３年間（平成９～11年） ▲0.5 2.7　　（6.7）

医療費総額の伸びが経済成長の範囲内に収まるような仕組みを導入する。

・国民所得の伸びに基づく医療費全体の伸びの目標を設定し、

超過した場合については、翌々年度の診療報酬単価を調整

【提言４】
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３．公的介護保険制度

　　○公的介護保険がスタートして１年半が経過したが、在宅サービスを中心に低水準の

利用にとどまっている。この結果、制度導入の理念である「介護の社会化」が進ま

ず、老人医療費の削減も約６％と目標値の半分に過ぎない。

また、制度の運営主体である自治体によって、インフラの整備度合い、サービス内

容・価格、保険料減免措置の有無など、様々な地域間格差や不公平が現れてきてい

る。

○介護・ＣＡＲＥの整備充実に向けた努力は、同時に、医師にとっても本来の医療行

為に専念できる体制づくりに向けた努力でもある。すなわち、医療体制を純化し、

効率化していく努力に他ならない。

○【提言４】で主張する医療保険制度改革の側面からも、公的介護保険制度は何とし

ても早期に定着、成功させなければならない。実態の点検と必要な梃子入れが急務

である。

Ⅳ．改革の効果～「国民負担率の将来推計」試算結果（大阪大学跡田研究室）～

　前述の提言並びに一昨年の緊急提言に基づく制度改革を２００４年より、部分的にでは

なく、一体的に実施した場合、国民負担率がどのように推移するか、試算を行った。

その結果、本格的な高齢社会が到来する２０２５年の国民負担率は４３．５％となり、

現行制度を維持した場合に比べ、約１２ポイント低下することになった。

　○試算結果

2004年より改革を実施

（上記提言＋一昨年提言）

現行制度を維持

制度導入の理念と運営実態との乖離を踏まえ、2004年度に予定されてい

る制度見直しを前倒しし、「利用のし易さ（価格面も含む）」を重視した

改革を早急に実施する。

【提言５】

国民負担率

３７．６％

＜2000年＞

国民負担率

４３．５％

＜2025年＞

国民負担率

５５．９％
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Ⅴ．おわりに

○我々に残された時間は極めて少ない。

すべての関係者が個別利害に固執することなく、まさに「三方一両損」の精神で、痛み

を分かち合う姿勢を持つことが、何よりも求められる。

○将来世代へのツケ送りも許されない。

我々現役世代が将来世代のために何ができるかという視点で、国民的議論を尽くし、合

意形成を急がねばならない。

○今こそ、政治の強力なリーダーシップの発揮と早急な決断が要る。

我が国が今、先進モデルたり得る「成熟社会の設計図」・「21世紀型の新しい社会保障

制度」を描くことは、長寿社会のフロントランナーとしての使命でもある。

○最後に、「長寿社会にあっては、多くの中高齢者が、その年齢とは関係なく、活き活き

として働き続けられる社会、すなわち“健康で活力ある中高年社会”づくりが、制度改

革とその定着を支えるナショナル･インフラとして必要不可欠である」――との意識が、

我々の議論の底流にあったことを付言しておきたい。

以　上


